
年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

昭和22年 4月30日  勅令第185号により、警防団が消防団と改称。

 9月 6日  県警察本部に消防課を新設する。

12月23日  消防組織法(法律第226号)が制定される。

12月16日  埼玉県消防協会が設立される。

昭和23年  2月 5日  埼玉県消防練習所を「埼玉県消防訓練所」と改称する。

 3月 7日  消防組織法が施行され、自治体消防が発足すると同時に県消防課を

 総務部に移管する。

同  川口市、熊谷市の各消防本部及び消防署が設置され、県下初の自治体

 常備消防が発足する。

 3月 8日  川越市消防本部及び消防署が発足する。

 4月 1日  浦和市消防本部及び消防署が発足する。

4月23日  大宮市消防本部及び消防署が発足する。

7月24日  消防法(法律第186号)が制定される。

8月27日  埼玉県消防協会が財団法人として認可される。

12月 1日  熊谷市消防本部で米軍車輌(シボレー)を救急車に改造し、県下初の救急

 業務を開始する。

昭和25年 4月14日  行田市消防本部が発足する。

5月 9日  埼玉県消防学校を浦和市高砂町に設置し、消防訓練所を廃止する。

5月13日  埼玉県消防操法大会第1回大会を大宮公園で開催する。

昭和26年 2月 1日  火災予防条例準則(国消管第235号)が定められる。

昭和27年 7月31日  都道府県消防学校が消防組織法の改正により必置制となる。

10月 1日  秩父市消防本部が発足する。

昭和30年 3月15日  初の消防用短波無線電話器を熊谷消防本部で装備し、使用開始する。

4月 1日  本庄市消防本部が発足する。

9月17日  所沢市消防本部及び消防署が発足する。

昭和31年 4月10日  埼玉県危険物安全協会連合会が設立される。

昭和32年 6月 1日  加須市消防本部が発足する。

 昭和34年 4月 1日  蕨市消防本部及び消防署が発足する。

10月 1日  越谷市、飯能市の各消防本部及び消防署が発足する。

  昭和35年 2月21日  初の危険物取扱主任者試験が実施される。

 4月 5日  埼玉県消防学校を浦和市常盤町に移転する。

10月 1日  羽生市消防本部及び消防署が発足する。

11月 5日  足立町(現志木市)で消防団が救急業務を開始する。

　昭和36年  6月 5日  草加市消防本部及び消防署が発足する。

　  8月 1日  消防力の基準(消防庁告示第2号)が定められる。

 9月 4日  初の防火管理者講習会が与野市外20か所で実施される。

第２－１表　自治体消防のあゆみ
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年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

11月22日  火災予防条例準則が全面改正される。(自治甲予発73号)

　昭和37年 2月15日  初の屈折はしご付ポンプ車が川口市消防本部で装備される。

  昭和38年 4月15日  消防法の改正により、救急業務が消防の任務とされる。

 8月 1日  春日部市消防本部が発足する。

10月 1日  岩槻市消防本部及び消防署が発足する。

  昭和39年 8月12日  初の県主催の防災総合訓練を羽生市で実施する。

12月 1日  初の化学消防車が川口市消防本部で装備される。

12月10日  消防水利の基準（消防庁告示第7号）が定められる。

  昭和40年  1月 1日  鳩ヶ谷町消防本部が発足する。

2月17日  市町村消防計画の基準（消防庁告示第1号）が定められる。

 4月 1日  県の消防施設整備制度を設ける。

同  本庄市、東松山市、上尾市、与野市、戸田市、大和町（現和光市）及び

 皆野町の各消防本部及び消防署が発足する。

同  川口市消防訓練所が設立される。

 昭和41年 8月 7日  初の消防設備士試験を浦和市立高校で実施する。

 9月 1日  鴻巣市消防本部及び消防署が発足する。

10月15日  埼玉県消防学校を大宮市土呂町に移転する。

11月 1日  狭山市消防本部及び消防署が発足する。

 昭和42年  4月 1日  入間市、朝霞市及び福岡町の各消防本部及び消防署が発足する。

 7月 1日  蓮田市消防本部及び消防署が発足する。

 8月 1日  足立町（現志木市）消防本部が発足する。

12月 5日  妻沼町消防本部及び消防署が発足する。

昭和43年 1月 1日  新座市消防本部及び消防署が発足する。

 7月 1日  桶川市消防本部及び消防署が発足する。

11月 1日  寄居町消防本部及び消防署が発足する。

12月 1日  児玉町消防本部及び消防署が発足する。

  昭和44年  1月 1日  三郷町消防本部及び消防署が発足する。

3月25日  初の救急指定センターが川口市消防本部に設置され、運用開始される。

 4月 1日  久喜町鷲宮町消防組合（久喜地区消防組合の前身）が発足する。

11月 1日  寄居地区消防組合（寄居町、川本町、花園村）が発足する。

  昭和45年  3月 1日  野上町（現長瀞町）消防本部及び消防署が発足する。

 4月 1日  八潮町消防本部及び消防署が発足する。

11月 1日  入間東部地区消防組合（福岡町、富士見町、三芳村、大井村）が発足

 する。

12月 1日  北本町消防本部が発足する。

  昭和46年 4月 1日  秩父市広域市町村圏組合による秩父消防本部、消防署が発足する。

4月 1日  小川地区消防組合（小川町、嵐山町、都幾川村、東秩父村）、幸手町

 の各消防本部、消防署が発足する。
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年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

6月15日  吉川・松伏消防本部が発足する。

10月 1日  深谷地区消防組合（深谷市、岡部町、豊里村）が発足する。

昭和47年 4月 1日  熊谷地区消防組合（熊谷市、大里村、江南村、妻沼町）が発足する。

10月 1日  坂戸・鶴ヶ島消防組合が発足する。

  昭和48年 3月31日  児玉郡市広域消防本部が発足する。

 4月 1日  川越地区消防組合（川越市、川島町）東松山地区消防組合（東松山市、

 吉見町、滑川村）、白岡町の各消防本部及び消防署が発足する。

  昭和49年  4月 1日  加須地区消防組合（加須市、騎西町、大利根町、北川辺町）が発足

 する。

7月22日  第1回消防救助技術指導会埼玉県大会が川口市で開催される。

12月27日  埼玉県防災行政無線の第1期工事無線局を開局申請する。

  昭和50年  4月 1日  庄和町消防本部が発足する。

 7月 1日  杉戸町消防本部が発足する。

  昭和51年  1月 1日  日高町消防本部が発足する。

 4月 1日  鴻巣地区消防組合（鴻巣市、吹上町、川里村）の消防本部及び消防署が

 発足する。

 5月 1日  埼玉県消防学校吹上分校を設置する。

11月 1日  毛呂山、鳩山消防組合（西入間広域消防組合の前身）が発足する。

  昭和53年  2月 1日  埼玉県防災行政無線が完成し、開局する。

10月 1日  県地震対策室を新設する。

  昭和54年 1月 1日  本校、分校を統合し、吹上町に埼玉県消防学校を設置する。

10月26日  初の山林火災防御訓練を両神村で実施する。

昭和55年  4月 1日  県消防防災課を消防課と改称、地震対策室を地震防災課とする。

 9月 1日  初の六都県市合同防災訓練を中央会場が千葉市で、埼玉会場が、新座市

 で開催される。

 昭和56年 4月 1日  埼玉県救急医療情報センターが大宮赤十字病院に開設される。

10月 1日  毛呂山、鳩山消防組合を西入間広域消防組合と改称し、越生町が加入す

 る。

  昭和57年 7月20日  「救急の日（9月9日）」及び「救急医療週間」（消防救第27号）が制定

 される。

  昭和58年  4月 1日  県消防課と地震防災課を統合、消防防災課に再編する。

同  伊奈町消防本部が設置される。

 4月 2日  伊奈町及び宮代町が消防常備化の政令指定を受ける。

  昭和59年  4月 1日  宮代町消防本部及び消防署が発足する。

 昭和60年  7月 1日  県民健康センター内の救急医療情報センターで救急医療情報県民案内が

 開設される。

  昭和61年 4月15日  消防法の改正により、救急業務の対象及び応急手当の明確化並びに市町

 村の救助隊設置の法的根拠が明確化される。
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年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

昭和62年 9月16日 「119番の日」（11月9日）」（消防総第659号）が制定される。

9月19日  川口市が国際消防救助隊編成協力市として登録される。

 昭和63年 5月29日  埼玉県自主防災組織連絡協議会が設立される。

同  埼玉県婦人防火クラブ連絡協議会が設立される。

同  埼玉県幼少年婦人防火委員会が設立される。

 平成元年 10月 4日  自治省消防庁から「患者等搬送事業指導基準」「患者等搬送事業認定基

 準」が示される。（消防救第116号）

11月 1日  初の女性消防団員が幸手市で1名採用される。

11月17日  全国火災予防運動の実施期間が見直される。

 春季全国火災予防運動　 3月 1日～ 3月 7日

 秋季全国火災予防運動  11月 9日～11月15日

 平成 2年  4月 1日  越谷防災基地を開設する。

 平成 3年  1月 1日  県の組織改正により、消防防災課に防災航空係（通称：埼玉県防災航空

 隊）を設置する。

 4月 1日  防災ヘリコプター「あらかわ」の運航を開始する。

4月23日  救急救命士法が公布される。

5月15日 （財）救急振興財団が設立され、第1期生60名が研修を開始する。

 (本県から2名入校)

 平成 4年  4月 1日  小川地区消防組合と東松山地区消防組合が合併し、比企広域市町村圏組

 合消防本部が設立される。

4月19日  第1回救急救命士国家試験が行われ、本県からは、（財）救急振興財団

 の研修生2名を含む、9名の消防職員が合格する。

平成 5年  6月 4日  新座防災基地を開設する。

 平成 6年  6月 1日  埼玉県防災学習センター（吹上町）を開設する。

 平成 7年 1月17日 「兵庫県南部地震」が発生、神戸市を中心に大規模な被害をもたらし、

 川口市、浦和市、大宮市、所沢市、入間東部地区消防組合、比企広域

 市町村圏組合及び川越地区消防組合の各消防本部から応援派遣される。

 国がこの地震による災害を「阪神・淡路大震災」と命名する。

4月 1日  鴻巣地区消防組合が埼玉県央広域事務組合消防本部に改まる。

平成 8年 1月17日  埼玉県防災ボランティア登録制度がスタートする。

同  第1回大震災対処訓練を実施する。

 4月 1日  県の組織改正により、防災局長を設置するとともに、消防防災課から地

 震対策課が独立する。

 4月 1日  埼玉西部広域消防本部（飯能市、日高市、名栗村）が設立され、発足す

 る。これにより、県内の非常備村は南河原村だけとなる。

同  埼玉県央広域消防本部に、桶川市、北本市の各消防本部が加入する。

 5月 8日  彩の国レスキュー隊が発足する。

5月24日  秩父防災基地を開設する。
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年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

8月15日  防災ヘリコプター「あらかわ2」の運航を開始し、県の防災ヘリコプ

 ターは2機体制となる。

10月 1日  各消防本部で、消防職員委員会制度がスタートする。

 平成 9年  4月 1日  久喜地区消防組合消防本部に、宮代町消防本部が加入する。

 平成10年  4月 1日  県の組織改正により、地震対策課を消防防災課に統合する。

10月 1日  埼玉県南西部消防本部（朝霞市・志木市・和光市・新座市）が発足

 する。

 平成11年 9月13日  埼玉県救急救命士養成所を開所する。(第1期30名)

 平成12年 1月20日  「消防力の基準」の全面改正が行われる。

2月17日  群馬県不父見山(埼玉県分が主)で大規模な山林火災が発生し、近隣応援

 ～ 29日  及び自衛隊災害派遣を要請する。

5月16日  埼玉県中央防災基地を開設する。

平成13年 3月24日  広島県安芸灘を震源にマグニチュード6.7､震度6弱の地震が発生し、消

 防庁長官が緊急消防援助隊航空部隊の出動を要請する。

 5月 1日  浦和市・大宮市・与野市の三市合併によりさいたま市消防本部が誕生。

 9月 1日  新宿歌舞伎町において、小規模雑居ビル火災が発生し死者44名（内8名

 が埼玉県民）の惨事となる。

 平成14年 4月26日  上記火災を踏まえて、消防法の一部が改正される。

7月 1日  「埼玉県震災予防のまちづくり条例」を施行する。

 7月 2日  埼玉県メディカルコントロール協議会が発足する。

平成15年 6月18日  消防組織法が一部改正され、緊急消防援助隊が法制化される。

平成16年 1月19日  埼玉県単独として初めての「地震対応防災図上訓練」を実施する。

3月10日  児玉郡美里町で山林火災が発生し約19ｈａを焼失。航空自衛隊、東京消

  ～12日  防庁、横浜市消防局に空中消火の応援を要請した。

 7月 5日  本県で初の気管挿管病院実習をさいたま市消防局が、自治医科大学付属

 大宮医療センターにおいて開始する。

7月13日  新潟・福島豪雨に係る緊急消防援助隊として、県内9消防本部から計22

 隊が新潟県に出動し、三条市を中心に267人を救出する。

9月17日  さいたま市消防局の救急救命士が、気管内チューブによる気道確保を行

 うことができる本県最初の救急救命士として認定される。

10月23日  新潟中越地震が発生。翌24日に緊急消防援助隊の求めにより県内19消防

 本部から計39隊が被災地で活動する。

 平成17年  4月 1日  県環境防災部を環境部と危機管理防災部に再編する。

同  さいたま市と岩槻市、秩父市と吉田町・大滝村・荒川村が合併し、県内

 消防本部数が38となる。

6月13日  「消防力の基準」が改正され「消防力の整備指針」として告示される。

 7月 7日   埼玉県と埼玉医科大学、川越地区消防局が、「防災ヘリコプターに

 よるドクターヘリ的運航」に係わる協定を締結する。
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年 月　日 記　　　　　　　　　　　　　　　　　事

10月 1日  熊谷市と大里町・妻沼町、鴻巣市と吹上町・川里町、春日部市と庄和

 町、上福岡市と大井町（新市名：ふじみ野市）、小鹿野町と両神村が

 それぞれ合併し、県内消防本部数が37となる。

10月19日  埼玉県と茨城県、栃木県、群馬県、山梨県の5県で第1回「北関東近県広

 域航空部隊等合同訓練」を川島町の本田航空エアポートで実施する。

平成18年 1月 1日  行田市と南河原村、深谷市と岡部町・川本町・花園町、神川町と神泉村

 が合併し、県内消防本部数が36となる。

 6月 1日  消防法の改正により、住宅用火災警報器設置が義務化される。

7月12日  市町村の消防広域化に関する基本指針が示される。

7月19日  彩の国レスキュー隊を解散し、埼玉県特別機動援助隊（愛称「埼玉ＳＭ

 ＡＲＴ」）が発足する。

 平成19年 7月16日  新潟県中越沖地震が発生。緊急消防援助隊として防災航空隊が出動。

8月16日  熊谷地方気象台で40.9℃の気温を観測。日本の気象官署による最高気温

 を更新した。

10月26日  埼玉医科大学総合医療センターによるドクターヘリが就航する。

平成20年 3月28日  「埼玉県消防広域化推進計画」が策定される。

6月14日  岩手･宮城内陸地震が発生。緊急消防援助隊として、さいたま市消防局

 と防災航空センターから計11隊が出動する。

7月24日  岩手県沿岸北部を震源とする地震が発生。緊急消防援助隊として、防災

 航空隊が出動する。

10月 8日  消防組織法の一部改正を受け、「緊急消防援助隊埼玉県隊応援等実施計

 画」及び「同計画運用基準」の一部改正並びに「緊急消防援助隊埼玉県

 受援計画」の全部改正が行われる。

平成21年 7月28日  早朝夜間における防災ヘリコプターによるドクターヘリ的運用の開始。

10月30日  傷病者の症状等に応じた搬送及び受入れの円滑化を図るため、消防法の

 一部を改正する法律が施行された。

平成22年 7月25日  埼玉県秩父市大滝地内にて、救助活動中の防災ヘリが墜落し、防災航空

 隊員2名、本田航空職員2名、秩父消防本部職員1名が殉職する。

9月 2日  埼玉県防災ヘリコプター墜落事故殉職者合同葬が執行された。

 6～9月  熊谷で猛暑日（最高気温35℃以上）が過去最高の41日を記録した。

 県内で熱中症等に伴う救急搬送人員が3,819人となる。

12月24日  本県における「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」を策定す

 る。

同  埼玉県防災航空隊山岳救助活動ガイドラインを策定する。

平成23年  3月11日  「東北地方太平洋沖地震」が発生。本県は、25消防本部366隊を緊急消

 防援助隊として被災地に派遣、防災航空隊による応援活動を行った。

 国は、この地震による災害を総称し、「東日本大震災」と命名した。

 本県では、昭和41年に発生した台風26号以来、45年ぶりに災害対策本部
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 を設置し、福島第一、第二原子力発電所の事故発生に伴い、初の危機対

 策本部を設置した。

 県内では負傷者 104人、建築物被害 17,314戸。被災地における埼玉県

 民の死者 15人（岩手県4人、宮城県9人、福島県2人）であった。また、

 東京電力による輪番停電（計画停電）が実施された。

10月11日  川口市、鳩ヶ谷市が合併し川口市となり、県内消防本部数が35となる。

平成24年  6月 1日  防災ヘリコプター｢あらかわ3｣｢同あらかわ4(消防庁貸与)｣の運行

 を開始し、県の防災ヘリコプターは3機体制となる。

11月29日  平成24年度緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練を幹事県として

～30日  陸上自衛隊朝霞訓練場等で実施した。

平成25年 1月16日  川口市消防局の救急救命士がビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気管内

 チューブによる気道確保を行うことができる本県最初の救急救命士と

 して認定される。

 4月 1日  所沢市、狭山市、入間市、埼玉西部広域の各消防本部が広域化し、埼玉

 西部消防局となる。また、久喜地区消防組合、幸手市、白岡市、加須

 市、杉戸町の各消防本部が広域化し、埼玉東部消防組合消防局となる。

 これにより、県内の消防本部数が28となる。

7月27日  平成22年7月に発生した埼玉県防災航空機墜落事故で殉職した5名の慰霊

 碑を「彩甲斐街道出会いの丘」に設置し、除幕式を行った。

 9月 2日  竜巻により、越谷市、松伏町で住宅全壊31棟の被害をもたらした。越谷

 市に被災者生活再建支援法が適用された。

9月16日  竜巻により、熊谷市で住宅全壊10棟の被害をもたらした。熊谷市に被災

 者生活再建支援法が適用される。

10月16日  台風26号により伊豆大島で土砂災害が発生し、緊急消防援助隊として、

～31日  救助隊24隊150人（さいたま市消防局）、航空隊9隊47人（県防災航空  

 隊）を東京都大島町に派遣する。

12月13日  「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公布及び

 施行される。

平成26年 2月17日  2月14日から15日にかけての大雪に伴う孤立者等の救助のため、17日に自

 衛隊に災害派遣を要請する。

 4月 1日  県と市町村共同による「埼玉県・市町村被災者安心支援制度」を創設し、

 運用を開始する。

 4月 1日  「埼玉県広域災害救急医療情報システム」を活用したタブレット端末を

 全ての救急車に配備し、運用を開始する。4月28日から本県と群馬県の

 間で、同システムの相互運用を開始する。 

9月10日  平成25年の竜巻災害で活動した越谷市消防団、熊谷市消防団が防災功労

 者内閣総理大臣表彰を受賞する。

11月22日  長野県北部を震源とする地震が発生し、緊急消防援助隊として、航空隊
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～23日  1隊7人（県防災航空隊）を長野県に派遣する。

平成27年 7月25日  埼玉県女性消防団員大会（公益財団法人埼玉県消防協会主催）が開催さ

 れ、平成元年11月1日に県内初の女性消防団員が採用されたことにちな

 んで、11月1日を「埼玉県女性消防団員の日」とすることが宣言された。

9月10日  関東・東北地方において豪雨災害が発生し、緊急消防援助隊として、県

～17日  内5消防本部56隊202人、航空隊（県防災航空隊）6隊36人を茨城県常総

 市に派遣する。

11月 1日 「埼玉県女性消防団員の日」である11月1日を中心に県、市町村、消防団

 が一体となった消防団PR（県下一斉PR）を行った。

平成28年  4月 1日  草加市、八潮市の両消防本部が広域化し、草加八潮消防局が発足する。

 これにより、県内の消防本部数が27となる。

4月14日  熊本県熊本地方を震源とした地震が発生し、2度に渡り震度7を記録する。

～16日  本県からは、職員を派遣して被災地を支援するほか、支援物資として

 ブルーシート5,000枚を提供する。

11月 1日  県内の消防団員を地域で支える制度「埼玉県消防団応援プロジェクト」

 を開始する。

平成29年  2月16日  三芳町で鎮火まで12日間を要する物流倉庫火災が発生する。

～28日  16日から21日までの間、近隣応援・県下応援・埼玉ＳＭＡＲＴの

 応援隊を含む16消防本部4消防団から延べ703台1,281人が出動する。

3月27日  栃木県那須町で雪崩災害発生。緊急消防援助隊としてさいたま市

 消防局から指揮隊及び後方支援小隊（無人ヘリ）を派遣する。

平成30年 4月 1日  坂戸市において、県内初となる学生機能別消防団が発足する。

4月 1日  越谷市において、学生機能別団員を設置する。

7月 8日  平成30年7月豪雨による被災地支援のため、岡山県倉敷市へ職員を

～17日  派遣するほか、緊急消防援助隊として航空小隊2隊15人（県防災航

 空隊）を愛媛県及び高知県に派遣する。

9月 6日  北海道胆振地方中東部を震源とする地震が発生し、緊急消防援助隊

～9日  として航空小隊1隊8人（県防災航空隊）を北海道勇払郡厚真町に

 派遣する。

平成31年 4月 1日  毛呂山町において、学生機能別団員を設置する。

令和2年 9月 4日  平成31年の林野火災で活動したときがわ消防団、令和元年の台風

 19号で活動した東松山消防団が防災功労者内閣総理大臣表彰を受

 賞する。

令和4年 3月 4日 第74回日本消防協会定例表彰式において、毛呂山消防団が特別表彰

「まとい」を受賞する。

令和5年 4月1日  上尾市、伊奈町の両消防本部が広域化し、上尾市消防本部となる。

 これにより、県内の消防本部数が26となる。
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